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第２章 将来展望 
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本計画書内で、「※」がついている用語については、巻末の「用語解説」

で取り上げていますのでご参照ください。なお、「※」は見開きの最初に出

てくる用語に付けています。 
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平塚市総合計画 
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本市では、市政運営の総合的指針として、2016年度から 2023年度までを計画期間と

する「平塚市総合計画～ひらつかＮＥＸＴ～」を策定し、次の世代にたしかな平塚をつな

ぐため、市政運営を総合的に進めるための分野別施策と、重点課題に対応する重点施策を

推進してきました。 

この度、「平塚市総合計画～ひらつかＮＥＸＴ～」の計画期間が、中間年を迎えたことか

ら、次の３つの視点により、基本計画の見直しを行います。 

なお、「平塚市総合計画～ひらつかＮＥＸＴ～」の策定時に導いた本市が抱える重点課題

は変わらず重要であり、さらに 2018 年度に実施した平塚市市民意識調査や転入出者アン

ケート調査の結果によると、８割以上の市民が定住意向を示していることや前回調査に比

べて、暮らしやすさや施策に対する満足度が向上していることから、施策の継続性を図り

ます。 

また、本市の重点施策は、地方創生※の実現に向けて国が定めた「まち・ひと・しごと創

生総合戦略」を勘案した「地方版総合戦略」に相当するものとなっており、今回の改訂に

当たって、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に定めのあるＳＤＧｓ（Sustainable 

Development Goals：持続可能な開発目標）に対する認識を示します。 

 

（１）見直しの視点 

・基本計画策定以後の４年間を振り返った結果を踏まえること 

・基本計画策定以後の国の動向や社会経済情勢を踏まえること 

・新たな課題や住民ニーズに応えること 

 

（２）見直しの主な内容 

・将来人口の推計や財政状況の見通しを更新します。 

・新たな市長の考えとの整合性を図ります。 

・成果指標の目標値の修正や新たな成果指標を設定します。 

・その他、必要な事項を見直します。 
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平塚市総合計画 

 

（１）市政運営の基本となる方向性を示した最上位の計画 

平塚市総合計画は、平塚市自治基本条例（以下「自治基本条例」といいます。）第 19条

を策定根拠とする本市の最上位計画です。本市の市政運営を総合的、計画的に進めるため

の基本となる計画であり、市民と市が共通の理念をもち、まちづくりの推進を図っていく

ものです。 

なお、本市の各部門における様々な計画や施策は、本計画に基づいて実施され、自治基

本条例第８条に定めた「まちづくりの指針」の実現に向けて取り組むものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）国、県、近隣市町村などに本市の姿勢を示し、協力・連携・調整を求め

ていく際の基本となる計画 

国、県、近隣市町村などに、計画実現に必要な協力・連携・調整を図るための基本とな

ります。 

平塚市総合計画 

 
第19条 第 8 条 

平塚市自治基本条例 

策定根拠 まちづくりの指針 

平塚市自治基本条例 

＜まちづくりの指針＞ 

第 8 条 市は、次に掲げる指針により、市民が幸せに暮らすまちを目指します。 

（1）世界の人々と相互理解を深め、多様な文化が共生し、人々が平和に共存するまちにします。 

（2）豊かな人間性と文化をはぐくみ、基本的人権を擁護するまちにします。 

（3）互いに支え合い、誰もが安心して、安全に暮らすまちにします。 

（4）自然環境と都市基盤が調和し、自然と人が共生するまちにします。 

（5）産業を培い、活力とにぎわいのあるまちにします。 

＜総合計画等＞ 

第 19 条 市は、この条例の趣旨に基づき、総合的かつ計画的な市政運営の基本となる計画（以下「総

合計画」といいます。）を策定します。 

2 市の執行機関は、総合計画の進行管理を行い、その状況をわかりやすく公表します。 

3 市の執行機関は、行政分野ごとの計画の策定に当たっては、総合計画との整合を図ります。 
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「平塚市総合計画～ひらつか NEXT～」は「基本計画」－「実施計画」の２層の構成と

し、計画期間については 2016 年度から 2023 年度の８年間とし、社会経済情勢の変化や

事業の取組状況を踏まえ、策定後４年で見直すものとしていました。 

このたびの見直しにより策定した「平塚市総合計画～ひらつか NEXT～改訂基本計画」

は、総合的に取り組むものとして位置付ける分野別施策と特に力を入れて取り組むものと

して位置付ける重点施策の体系を踏襲しつつ、2020 年度から 2023 年度までを計画期間

とします。 

 

（１）構成 

 

 
  

 基本計画は、自治基本条例

第 8 条のまちづくりの指針

を実現するため、本市を取

り巻く状況を踏まえ、施策

の方針を体系的に定めるも

のです。 

 実施計画は、基本計画に示

した施策に基づき、具体化

していくための事業を定

めるものです。 

 

（２）計画期間 

2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

        

総合計画 
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計画策定の踏まえるべき事項として、次の８点について整理します。

（１）人口減少社会の到来 

本市の総人口は、２度のベビーブーム※や産業の発展等に伴う転入により増加を続けてき

ましたが、2010 年 11 月の 26 万 863 人をピークに減少傾向に転じており、2019 年

１月１日現在では、25万 7,879 人となっています。 

人口の動態※を社会増減※と自然増減※に分けてみると、社会増減では、就職が理由と思わ

れる20代前半の都心方面への転出が依然として大きいものの、全年齢では2015年以降、

社会増が続いています。また、自然増減では、2011 年以降、死亡数が出生数を上回る自

然減で推移しています。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、今後はより自然減が大きくなることか

ら、加速度的に人口減少が進み、本計画の目標年次である 2023 年には約 25 万０千人、

さらに、2045 年には約 20 万９千人にまで減少するとされています。この国立社会保障・

人口問題研究所の推計を基に、本市独自で 2065年までの人口を推計すると、1970 年以

前と同程度の人口にあたる約 16万２千人（2019 年比 37％減）になると見込まれます。 

 

本市の人口の推移と見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【備考１】 2015年までは、総務省「国勢調査」から作成 

【備考２】 2020年からは、国立社会保障・人口問題研究所による将来人口推計を基にして作成 

【備考３】 2023年の推計人口は、国立社会保障・人口問題研究所において推計値が公表されていないことから、 

2020年と2025年の総人口を直線的に補間※して算出 

本市独自推計 

2045年 約 20 万 9千人 

(人) 

 
将来推計人口 確定人口 

2023年 約25万0千人 

2065年 約16万2千人 
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（２）出生率の低迷と生産年齢人口の減少 

本市の５年平均の出生数は、2008年から 2012年平均では 2,036 人、2013 年から

2017 年平均では 1,751 人となり、依然として減少傾向にあります。出生数の減少が続い

ている要因としては、若い女性の人口が減少しているという人口構造上の問題や、未婚率

の上昇、晩婚化等が影響していると思われます。 

出生率の低迷は少子化の直接的な要因であるだけでなく、中長期的には生産年齢人口の

減少にもつながります。2015 年に１人が 0.42 人の高齢者を支えていた社会構造は、

2045 年に１人が 0.81 人の高齢者を支える構造となります。このように生産年齢人口の

減少は、高齢者を支える社会構造や労働力に大きな影響を与え、これを補うためには女性・

高齢者の活躍が今後ますます期待されます。 

人口を安定的に維持していくためには、合計特殊出生率※が 2.07必要ですが、本市では

近年 1.3 前後で推移しており、低い水準にとどまっています。また、国の結婚や出産に関

する意識調査を参考として、希望出生率※を算出すると 1.8となり、出生の希望と現実との

間にも差が生じています。 

 将来の経済活動や社会的機能の担い手を一定の規模で保持するとともに、人口構造の若

返りを図るには、生まれてくる子どもの数を増やしていくことが必要です。そのためには、

若者の子どもを持ちたいという希望がかなえられる社会の構築に向けて、妊娠・出産・育

児の切れ目のない支援や、子どもの成長や子育てをまち全体で支え、安心して子どもを育

てられる環境づくりを、長期的な視点から進めることが必要です。 

 

本市の出生数（５年平均）と合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【備考１】 出生数は「平塚市統計書」から作成 

【備考２】 合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」から作成 

(人) (合計特殊出生率) 

合計特殊出生率は、2020 年度公表の見込み 
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（３）高齢化の進展 

本市の年少人口（15 歳未満）と生産年齢人口（15 歳から 64 歳）は、減少して推移し

ているのに対し、老年人口（65 歳以上）は、増加が続いています。国立社会保障・人口問

題研究所の推計によれば、2040 年頃には、1971 年から 1974年生まれの第２次ベビー

ブーム※世代が老年人口に加わることや、「人生 100 年時代※」と言われるような平均寿命

の延伸に伴い、高齢者数がピークを迎えると予想されます。また、総人口に占める老年人

口（高齢化率）は、2045 年には 40％に達し、その後も上昇すると推計されます。 

現在、本市の地域活動はその多くが高齢者の活躍により支えられています。今後、高齢

化の進展により高齢者数が増加することから、地域活動への参加をはじめ、それぞれに合

った活躍が期待されます。一方、高齢化とあわせて、高齢世帯（世帯主の年齢が 65 歳以上

の世帯）数、特に単身の高齢世帯数の増加が見込まれ、家族形態の変化により、子育てや

介護などの家族機能が低下していくことが懸念されます。さらに、介護や入院が必要とな

る高齢者が増加することが想定されるため、医療・福祉分野においては、社会保障費の増

大が見込まれるほか、少子化の影響により働き手が年々減少していくため、人材不足も懸

念されます。 

高齢化によって想定される課題に対応するためには、高齢者が地域の中で自らの意欲や

能力を発揮し、いつまでも健康で活躍できるまちづくりを進めることが重要です。また、

誰もが居場所と役割を持ち、地域で支え合い、住みなれた地域で安心して暮らせるよう「地

域包括ケアシステム※」を深化・推進するとともに、その理念を障がい者や子どもなどへの

支援にも広げることで、「地域共生社会※」の実現を目指すことが求められます。特に、高

齢化率が高い地域においては、多世代を対象にした地域拠点及びコミュニティの形成を推

進することが重要です。 

本市の高齢者数の推移と見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(人) (％) 

 
確定値 

 
推計値 

【備考１】 2015 年までは、総務省「国勢調査」から作成 

【備考２】 2020 年からは、国立社会保障・人口問題研究所による将来人口推計を基にして作成 
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（４）地域経済の変化 

本市の従業者数は、「平成 28 年経済センサス-活動調査※」結果によると「製造業」が最

も多く、次いで「卸売業・小売業」となっており、「製造業」と「卸売業・小売業」の従業

者数を合わせると、全産業の約４割を占めています。両業種は売上高も高く、２業種で市

内全体の売上高の約７割を占め、市内の経済や雇用を支えています。また、本市は、「2015

年農林業センサス」によると県内で３番目の経営耕地面積を有していることや、相模湾に

面した地理的条件から、地域で採れた新鮮な農水産物を地域で消費できる環境があります。 

このような環境も活かしながら、業種を超えた事業者間の連携によって、高付加価値を

生み出す取組が進められており、地域の産業活性化に向けた動きが広がりを見せています。 

また、社会的インパクト投資が期待される共同研究が市内外の企業・大学で進むことに

より、関係人口が増加しています。 

さらに、AI や IoT などの新たな技術が進展し、国においても新たな未来社会である

Society5.0※の実現を目指すなど、産業を取り巻く環境が大きく変化しています。 

全国では、第１次産業（農業、漁業など）や第２次産業（製造業、建設業など）の就業

者数が減少する一方、第３次産業（卸売業・小売業、金融業・保険業など）の就業者数は

増加していますが、本市においては全分野で減少しています。また、市内の事業所数は、

徐々に減少する傾向にあり、従業者数も事業所数と連動して減少しています。 

経済の低迷は、まちの活力の低下や雇用環境の悪化を招くと考えられますが、今後は、

総人口の減少や人口構成の変化によって、地域内の消費の減少が見込まれ、地域経済への

悪影響が懸念されます。豊かな暮らしを次の世代へ引き継ぐためには、地域経済をけん引

する産業や雇用を生み出す産業を支え、地域内の経済循環を促進することが必要です。ま

た、地域の資源や特長を活かした魅力を創出し、地域外から利益を得ることにより、地域

産業の活性化を図ることや、市民が安心して働けるよう、安定した雇用機会の創出を図る

ことが必要です。 

本市の産業別売上高構成比(百万円)(2016 年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【備考】 総務省「平成 28 年経済センサス-活動調査」 
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本市の産業の稼ぐ力と雇用力 

 

 
【備考】総務省「地域の産業・雇用創造チャート」（総務省「平成 28 年経済センサス-活動調査」より算出」） 
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（５）安心・安全の確保 

本市は、穏やかな気候に恵まれ、これまで大規模な自然災害を免れてきました。しかし、

甚大な被害を出す恐れのある大規模地震の発生確率が高まっていることや、2018 年７月

の西日本豪雨、同年９月に発生した北海道胆振東部地震や 2019 年 10 月の台風第 19 号

など全国各地で相次ぐ自然災害などから、市民の防災や減災※に対する意識は高く、地域防

災力の強化が求められています。また、今後、自然災害の大規模化が懸念される状況の中

で、自然災害から市民の生命や財産を守るためには、建物やインフラ※の耐震化等による都

市の防災機能の向上を図るとともに、自助・共助・公助※による災害対応力を更に強化する

必要性が高まっています。 

日常生活の面では、神奈川県警察の統計による刑法犯認知件数は年々減少しているもの

の、市民意識調査などのアンケート調査結果によると、治安に対するイメージが低い傾向

にあることから、引き続き、暮らしの安心感を高めていくことが課題となっています。地

域の安全は、子育て環境としても重視されていることから、子育て世代の定住を促進する

ためにも、まちぐるみで防犯に対する意識や活動を高めていく必要があります。 

 

（６）魅力の創出 

本市の夜間人口（常住人口）に対する昼間人口（従業地、通学人口）の割合は、低下する

傾向にあるものの、市内に通勤・通学する市民の割合が高いことや、通学による流入人口が

流出人口を上回っていることなどから、近隣市町と比較して高くなっています。本市は、東

京圏に位置しながらも、学校や事業所が集まる拠点性を持った都市であるといえます。今後

も多くの人が過ごすまちとなるためには、まちの魅力を磨き、高めていくことが必要です。 

本市の自然的環境としては、西部に丘陵地のまとまったみどりが広がり、中央部には金目

川水系の河川が流れ、その周囲には県下有数の生産高を誇る田園が広がっています。また、

市街地には、市民満足度 NO.１を誇る市街地のオアシスである総合公園が整備されており、

多様な自然環境や身近な憩いの空間は、市民に魅力として感じられています。また、ビーチ

スポーツが盛んな平塚海岸や、湘南の海、富士山、大山を一望できる湘南平、馬入花畑など

の誘客につながる資源も有しており、これらの豊かな自然を後世に引き継ぐためには、適正

な保全を図るとともに、交流やふれあいなどの場として活用を図る必要があります。 

都市的環境としては、ＪＲ東海道本線平塚駅を中心に商業・業務機能が集積するほか、

天沼地区には大型商業施設が立地しており、にぎわいある空間となっています。まちの活

力を高め、一層のにぎわいを創出するためには、新たなまちの拠点づくりを推進するとと

もに、中心市街地では、都市機能の集積を図り、人の流れを呼び込む好循環を生み出し、

中心市街地全体の魅力アップを図ることが必要です。先人から引き継いだまちの資源を保

存・活用しながら、快適で魅力あふれる都市空間の形成を図っていく必要があります。 
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平塚市総合計画 

（７）持続可能な地域経営 

市の歳入面では、今後人口減少が進み、それに伴って労働力も少なくなるため、これま

でのような高い経済成長による右肩上がりの税収は、期待できない状況にあります。一方、

歳出面では、2010 年度に約 187 億円であった社会保障の関連経費である扶助費は、

2018 年度に約 232 億円と約 24.5％増加しており、今後も高齢化の進展によって支出の

増加が見込まれています。また、本市では、人口増加や高度経済成長を背景として、多く

の公共施設を集中的に整備してきたため、公共施設の大規模改修や更新の時期も集中する

こととなります。間もなく多くの公共施設が耐用年数を迎えることから、それらを全て維

持・更新するには莫大な費用が必要となります。 

この見通しから、将来世代の税負担が増加し、世代間の不公平をもたらすことにつながり

ます。また、今後の歳入の見通しでは、全ての公共施設を維持・更新し続けていくことは困

難な状況です。さらに、今後、歳入と歳出の均衡が図られなければ、災害への備えやインフ

ラ※施設の維持など、市民生活や行政運営に大きな影響を及ぼすことが想定されます。 

これらの課題に対応するためには、行政サービスの効率化を図るとともに、行政サービ

スの見直しを進めるほか、政策の優先順位付けなど、持続可能な行財政運営に向けた対応

が求められます。また、限られた財源の中でも、市民の安全が確保され、市民が幸せな暮

らしを実現することができるまちを目指すには、市民、企業、行政など様々な主体が適切

な役割分担の下で連携し、力を発揮できることが重要です。 

 

（８）財政状況の見通し 

計画期間における財政状況を見通すに当たり、歳入については、市税は国の示す成長率

や人口動態などを加味して算出しました。また、その他の費目についても、過去の実績な

どを踏まえ推計しました。歳出については、少子高齢化を考慮して扶助費等を算出すると

ともに、過去の実績や今後の計画なども踏まえながら、投資的経費等を推計しました。 

 その結果、本市の一般会計における財政規模は、2020年度から 2023年度までの計画

期間において、年間約 900 億円で推移するものと見込んでいます。 

  

 

 

 

 

 

 

【備考】 2020 年度以降については推計値です。 
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都市としての活力を維持するため、地域経済をけん引する産業や雇用を生み出す産

業を支え、地域内の経済循環を促進するとともに、地域の資源や特長を活かした魅力

を創出し、地域外から利益を得ることによる地域経済の活性化を図ることが重要です。 

重点課題１ 「地域経済の活性化」 

 

「人生 100 年時代※」を迎える中、高齢になってもいきいきと暮らす社会の構築に

向けて、いつまでも健康で、就労をはじめとした様々な場面で活躍できるまちづくり

を進めるとともに、介護が必要になっても、地域で支え合い、住みなれた地域で安心

して暮らせる環境づくりが重要です。 

 

自然災害から市民の生命や財産を守るため、自助・共助・公助※による災害対応力を

更に強化するとともに、まちぐるみで防犯や交通安全に対する意識や活動を高めてい

くことが重要です。 

重点課題４ 「安心・安全なまちづくり」 

本市における出生数の減少と死亡数の増加は、今後も拡大していくものと考えられ、未婚

化・晩婚化の進展や 2040 年頃の高齢者数のピークを意識して、より一層の子育て支援と高

齢者施策の展開が求められています。 

一方で、人口減少問題に対応するため、国においても新たな未来社会である Society5.0※

の実現を目指しており、AI や IoT をはじめとした新たな技術が進展し、その活用が官民問わ

ず幅広く求められています。さらに、2018年の西日本豪雨、北海道胆振東部地震や 2019

年の台風第 19 号などの自然災害を教訓に、市民の安心・安全を守るための取組も強く求め

られています。 

市民が幸せに暮らし続けるためには、地域コミュニティ・住民自治※のあり様の変化を踏

まえた行政サービス・団体自治※のあり様を考えながら、地域経済の活性化、子育て支援や

超高齢社会※への対応、自然災害などへの対応力強化に取り組むことが必要になります。 

 

子どもを持ちたいという希望がかなえられる社会の構築に向けて、妊娠・出産・育

児の切れ目のない支援や、子どもの成長や子育てをまち全体で支え、安心して子ども

を育てられる環境づくりが重要です。 

重点課題３ 「超高齢社会への対応」 

重点課題２ 「子育て支援」 
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序論 第２章 

将来展望 

１ 人口の展望 

２ 土地利用の考え方 
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将来展望人口 将来推計人口

 人口減少は、地域経済の低迷による生活の利便性、地域の魅力の低下や、雇用への影響

を通じて、更なる人口減少を招くという悪循環に陥ることが考えられます。人口減少期へ

移行した本市においても、今後、人口減少による悪影響が懸念されます。本市が将来にわ

たりまちづくりを進めていくためには、市民や国・県・近隣市町村などと連携しながら、

対策を進めることが求められます。 

 本市には、県内トップクラスの製造品出荷額を誇る製造業をはじめとし、雇用吸収力を

持つ産業があります。このような地域経済をけん引する産業や雇用を生み出す産業の発展

を支援するとともに、少子化対策などの若い世代が地域で安心して子どもを産み、育て、

暮らし続けられるためのまちづくりを進め、さらには、まちの魅力を磨き、高めることに

より本市への愛着や誇りの醸成を図ることで、出生や人の流れの状況に変化が生じると思

われます。 

本市の将来人口は、合計特殊出生率※が改善し、社会移動が均衡すると、2023 年に約

25 万 3 千人、2065 年に約 18 万 7 千人になると推計され、何も対策を講じない場合の

将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口）と比較すると、2065 年

時点において約 2 万 5 千人程度多くなり、人口減少が緩和すると予測されます。 
 

本市の人口の将来展望 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(人) 

 将来展望人口 

 国立社会保障・人口問題

研究所の将来推計人口 

約 25 万 0 千人 

 2023 年 

約 25 万 3 千人 

 約 16 万 2 千人 

約 2 万 5 千人 

【備考１】 将来展望人口は、合計特殊出生率の向上と、転入出の均衡により、達すると考えられる人口 
【備考２】 将来推計人口は、国立社会保障・人口問題研究所の推計を基に、本市において 2045 年時点の 

出生・死亡・移動などの仮定を 2065 年まで延長して推計したもの 

 2065 年 

約 18 万 7 千人 
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平塚市総合計画 

本市は、湘南地域の中核都市※として、都会性と自然性をあわせもち、様々な生活スタイ

ルが選択できる特性を活かし、平塚駅を中心に都市基盤の整備を進め、商・工・農業の均

衡のある産業基盤を築いてきました。 

 しかし、近年、中心商業地の活性化や工場の移転及び進出への対応などに加え、人口減

少・少子高齢化といった人口構成の変化や大規模災害への対応、また、適切な管理がされ

ていない空家等※への対応が求められています。 

 こうした中、本市を取り巻く状況として、さがみ縦貫道路の全線開通や国道 134 号の４

車線化による広域的な幹線道路の整備が進み、関東圏域を超え、多くの人やモノ、文化等

の交流を図ることのできる状況下におかれます。 

このようなことから、諸課題に対応するとともに、取り巻く環境の変化を好機と捉え、

本市の特性を活かしたまちづくりを進め、観光などによる多くの人の交流や新たな産業経

済活動の展開を促し、都市の活力が未来に持続するような土地利用を目指します。 

 

（１）まちづくりの基本構造 

既存の都市構造を活かしつつ、持続可能なまちづくりの骨格を形成するため、平塚駅周

辺の中心市街地（南の核）とツインシティ大神地区（北の核）の整備、そして２つの核を

結ぶ南北都市軸の強化と整備を進め、さらに、ひらつか海岸エリアの整備を進めるととも

に平塚駅から海岸へのシンボル軸の活性化を図ります。 
また、相模川から相模湾、西部の丘陵につながるみどり・水辺ゾーンや田園ゾーン等で

都市の骨格やその周辺の市街地を包み、自然環境と都市環境が調和し、美しい景観で快適

に暮らせる都市、災害に強い都市を目指します。 
さらには、都市の活力を未来へ持続するため、各生活圏への機能集積を図ることにより

多極的に諸機能を分散させたコンパクトシティを目指すとともに、各生活圏間の公共交通

ネットワークを維持・強化することにより、コンパクトシティ・プラス・ネットワーク※の

形成を図ります。 
 

（２）土地利用の基本方針 

ア 都市の活力を高める土地利用の誘導 

本市の商業・業務機能の中心となる南の核では、商業・業務、文化機能の充実やこれ

ら機能と居住との共存を図るとともに高度利用※を促進し、中心市街地の魅力とにぎわい
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の向上に努めます。 
北の核であるツインシティ大神地区では、環境との共生を理念とした新たな産業や業

務機能などが集積する魅力あるまちづくりに努めます。南の核と北の核を結ぶネットワ

ークの整備を進めることにより、南北都市軸を強化するとともに、ネットワーク沿いの

更なる産業集積と沿道土地利用の活性化に努めます。 
また、海岸地域では、広域的な幹線道路の開通による首都圏からの観光などの交流を

見込み、海の魅力を高める拠点づくりに努めます。 

 

イ  安全・快適な居住環境を形成する土地利用の誘導 

市街地内の安全・快適な居住と生活利便性の向上を図るため、防災対策を進めるとと

もに、公共・公益施設の利便性の向上や有効活用を図り、環境に配慮したうるおいのあ

る歩いて暮らせる地域生活圏の形成と交通結節点※の創出に努めます。 
また、郊外部においては、農業集落の居住環境や農業生産環境の改善を目指し、土地

利用の適正な誘導に努めます。 

 

ウ  自然環境や街並み景観の保全、向上 

西部地域などのみどりや田園、相模川や金目川水系などの豊かな自然資源を次の世代

へ引き継ぎ、その自然の恵みを享受するため、適正な保全を図るとともに、学術機関な

どと連携し、交流やレクリエーションの場づくりに努めます。 

また、それらの自然資源や地域固有の歴史・文化などの資源を活かしながら、まちづ

くりのルールを通じて、更に魅力ある街並みが形成されるよう、その誘導に努めます。 

 

（３）土地利用の方向 

ア  住居系用地 

道路や公園などの都市基盤施設の整備など災害に強いまちづくりを進めるとともに、

歩いて暮らせる地域生活圏の形成に必要な土地利用の誘導と地域資源の有効活用に努め

ます。 
既存住宅地では、地域の特性を活かした街並みの形成や緑化の推進などを図り、安全

で快適な居住環境の形成に努めます。また、新たに完成した住宅地では、良好な居住環

境の創出と保全に努めます。 
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イ  商業系用地 

平塚駅周辺の中心商業地は、魅力ある商業・文化機能などの充実を図るため、土地の

高度利用※と公共施設・用地の有効活用などを図るとともに、まちなか居住を促進し、魅

力とにぎわいのある良好な中心市街地の形成に努めます。 

地域の商業地は、地域のもつ特性に合わせて、商業施設や福祉施設など暮らしを支え

る機能の誘導と集積に努めます。 

 

ウ  工業系用地 

既存工業地は、土地利用の混在を抑制しつつ、生産環境の充実や産業機能の高度化に

努めます。 

また、新たな産業の立地を図るため、ツインシティ大神地区を中心に、先進的な産業

と研究、生産機能の向上につながる土地利用の誘導に努めます。 

 

エ  農業系用地 

農地が農業生産の場として有効に活用できるよう努めます。また、環境保全や防災機

能など農地がもつ多面的な特性を活かし、まちづくりと調和した利用に努めます。 

 

オ  丘陵・水辺 

丘陵のみどりや水辺（海・川）の豊かな自然、動植物の生態系の維持・保全に努めま

す。また、学術機関や研究所などを活かした交流やふれあい、レクリエーションの場づ

くりなど自然環境を活かすとともに活性化に努めます。 

 

カ  公共・公益用地 

利用しやすく親しみやすい公共・公益施設サービスと、その効率的な整備や運営など

を図るため、公共施設の最適化を進めるとともに、民間企業の経営力や企画力を適正に

活かす手法の検討やユニバーサルデザイン※を取り入れ、公共サービスの充実を図ります。

また、環境に配慮したうるおいのある土地利用を図り、まちづくりの拠点としての活用

に努めます。 
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平塚市総合計画 

 

 

序論 第３章 

総合計画の実現に向けて 

１ まちづくりの基本姿勢 

２ 総合計画の進行管理 
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人口減少社会の到来や少子高齢化の進展などによる厳しい社会状況の中でも、自然・歴

史・文化・産業・都市基盤などの本市の優れた特性を活かしつつ、将来にわたり市民が幸

せに暮らすことができるまちづくりを進めていくとともに、生産年齢人口に対する年少人

口及び老年人口が同程度になる 2040 年を見据え、ＳＤＧｓを意識した持続可能な行政運

営の推進に向けて、次に掲げる視点を基本姿勢としてまちづくりを展開していきます。 
 

（１）誇りと愛着を持てるまちづくり 

将来にわたり市民が幸せに暮らすことができるまちであるためには、まちへの誇りと愛

着を醸成し、人が住みやすく、企業が活動しやすい魅力あるまちを目指すことで、持続可

能なまちづくりを進めていく必要があります。 
「新たな魅力の創出」や「弱みの改善」に取り組むとともに、ＳＮＳ※やマスメディアな

どの多様な情報手段を活用し、「手をつなぎたくなる街ひらつか」をスローガンにして、本

市の魅力を積極的に発信するシティプロモーション※を推進し、「関係人口」の増加、人の

転入促進・転出抑制及び企業の進出増加・流出減少につなげます。 
 

（２）市民や企業等との協働によるまちづくり 

将来にわたり市民が幸せに暮らすことができるまちであるためには、まちづくりの主体

である市民の関わりによって市政を進めていく必要があります。また、市民と市がそれぞ

れの役割及び責任のもと、自主性を尊重し、対等な立場で連携・協力し、まちづくりを進

めるとともに、新たな公共サービスの担い手として様々な分野で活躍の場を広げている

NPO 法人や企業、さらには、多くの専門的知見を有する大学との一層の連携も必要です。 
市は市政情報の積極的な発信や、市民、企業、大学などとの情報共有等の取組を進める

とともに、多様な方法による市民参加や、知識、経験、技術等を活かす協働の機会を提供

します。 
 

（３）行政間の連携によるまちづくり 

将来にわたり市民が幸せに暮らすことができるまちであるためには、複雑化、高度化する

課題への的確な取組や、本市の優れた特性を十分に活かした取組が必要となっています。 
国や県、他の市区町村との政策上の連携が、本市の施策推進において、より成果の発揮

が期待できる場合には、関係する行政間で連携を進めていきます。 
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（４）効率的・効果的な行政運営によるまちづくり 

将来にわたり市民が幸せに暮らすことができるまちであるためには、経営資源を効率的、

効果的に活用し、より質の高い行政サービスをより低いコストで提供するほか、政策の優

先順位付けや民間活力の活用をすることで、持続可能なまちづくりを進めていく必要があ

ります。 
公共施設については、長期的な視点をもって、更新、統廃合、長寿命化※などを計画的に

行うことにより、財政負担の軽減及び平準化を図るとともに、最適な管理運営を実現しま

す。また、整備等においては、民間事業者の資金や創意工夫を活用する PPP/PFI※手法の

活用や市、市民及び事業者の相互コミュニケーションにより市民意見等を反映し、最適な

公共サービスの実現に取り組みます。 
さらに、行政を補完する役割を担う外郭団体※については、運営体制や財務状況などを踏

まえた経営改革を促します。 
中長期的な展望と成果を重視した行財政運営を行うとともに、平塚市全体の立場から物

事を進める「全体最適※」の考え方のもと、「選択と集中」の理念に基づき、健全な財政運

営と市民サービスの向上を図ります。 
 

（５）人口構造の変化を見据えたまちづくり 

将来にわたり市民が幸せに暮らすことができるまちであるためには、地域社会を取り巻

く環境が大きく変容する中にあっても、豊かで多様な価値観を認め合える市民の暮らしを

持続可能な形で支えていく必要があります。 
人口減少が深刻化し、高齢者人口がピークを迎える 2040 年頃にかけて、様々な変化や

課題が生じることが見込まれるため、限られた資源・新たな技術の活用や一人一人が能力

を発揮できる市民総活躍を推進するとともに、組織の枠を越えて多様な主体が連携し合う

地域社会の形成を進めます。 
さらに、地域社会の持続可能性を高めるため、地域ごとの人口動態を踏まえ、人口構造

の変化や課題の現れ方を緩やかにするとともに、それでも生じる変化や課題への適応に向

けて、長期的な視点から分野横断的な対策を講じていきます。 
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基本計画に掲げる施策や、実施計画に掲げる事業を着実に実行し、次の世代へたしかな

平塚をつなぐためには、定期的に事業内容などの見直しを行うことが必要となります。 
そのため、成果を見極めるための数値目標、及び成果指標等を設定し、「Plan（計画）－

Do（実行）－Check（点検）－Action（改善）」といった、ＰＤＣＡサイクルの手法を取り

入れた進行管理を行い、施策や事業の成果を定期的に測定し、事業の改善・効率化を図り

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Do

CheckAction

Plan
（計画） （実行） 

（改善） （点検） 

総合計画の進行管理 


